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2011年3月の東日本大震災後、家庭科教育の中でもとりわけ住教育において、災害への備えに関する学び
が積極的に導入されるようになった。このことは、住教育を軸に、自らの生活を防災・減災の視点から見つ
め直す機会を設けることができる可能性が拡がったことを意味する。本稿では、このような背景のもと、未
災地の中学生が災害時に主体的に行動できることを意図した、防災・減災の視点を取り入れた家庭科住生活
領域の指導内容・方法について検証した。そのため、家庭科での防災・減災の学びの分析、先進地での現地
調査や聞き取り調査などを行った。
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1．はじめに
（1）研究の背景と目的
本稿は、これからの未災地中学校の家庭科で、防
災の視点を取り入れた学習を展開していくための、
家庭科教育の指導内容・方法を提案することを目的
とする。防災意識の低い未災地において 1）、生徒が
防災について考えるきっかけとなる内容にすること
を目指して検討を進める。その際、対象校種は中学
校に定める。理由は、1）東日本大震災時、避難時
や避難生活の中で中高生の活躍が多く報告されてい
るため 2）、2）学区が広がる高校生に比べ、地域に
留まる中学生が災害時に活躍できると推察されるた
めである。また、防災の視点を取り入れる中で想定
する災害種は、近年、首都直下型地震や南海トラフ
地震の発生が危惧されていることや、地球温暖化に
よる異常気象が多発していること、活火山が活発化
していることから、これらのことに生徒が十分に備
えられるよう、自然災害に限定する。
本研究を進めていくにあたって、防災のみでなく、
減災の視点も取り入れていく。防災というものは、自
然現象に向き合い災害を完全に防ぐという考えであ
る。しかし、完全に防ぐということは、災害大国の日
本では困難である。そのため、あらかじめ災害時の被
害を予測し、最小化するための備えをするという考え
方である減災の視点を、防災とともに取り入れる。
なお、防災教育は以下のように分類され、本研究
では、学校教育を軸に検討するものである。
図1：防災教育の3分類
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（2）研究の方法
1）防災・減災教育に関する文献の分析
防災・減災教育に関する文献の分析により、防災・
減災教育の現状と課題を明らかにする。
2）家庭科の教科書の分析により、家庭科教育にお
ける防災・減災教育の現状と課題を明らかにする。
3）防災・減災教育の先進地（北海道S市）におい
て聞き取り調査、授業見学を行い、授業立案の参
考とする。
4）東日本大震災被災地（宮城県O市）での聞き取
り調査を行い、授業立案の参考とする。
5）1）～ 4）を参考に、未災地中学校の家庭科で実
施する防災の視点を取り入れた指導内容・方法を
検討する。
2．学校現場及び家庭科における防災・減災教育の
現状
（1）学校現場における防災・減災教育の現状
学校現場での防災教育は、学校安全の一領域であ
る災害安全の中に含まれる。災害安全は、防災教育・
防災管理・組織活動と大きく3つに大別できる。こ
のうちの一つである防災教育はさらに、防災学習と
防災指導の2つに分けられる3）。
また、防災学習は各教科と教科外活動で行われて
いる。各教科とは、おもに社会科（地理・歴史・公
民）、理科（第1分野・第2分野）、技術・家庭科、
保健体育である。教科外活動とは、総合的な学習の
時間、道徳、特別活動である4）。
栃木県の中学校における防災教育の指導内容は
以下のとおりである。（栃木県教育委員会事務局学
校教育課『学校における防災関係指導資料－東日
本大震災から学んだ大地震への備え及び竜巻への
対応』 栃木県教育委員会事務局学校教育（2013）よ
り抜粋）
① 社会・地理分野
・国内の地形や気候の特色、自然災害と防災への努
力を取り上げ、日本の自然環境に関する特色を大
観させる。
・地域の自然災害に応じた防災対策が大切であるこ
となどについて考える。
・生徒が生活している土地に対する理解と関心を深
めて地域の課題を見出だし、地域社会の形成に参
画しようとする態度を養う。
② 理科・第2分野
・火山の形、活動の様子及び噴出物を調べ地下のマ
グマの性質と関連付けてとらえること。
・自身の体験や記録を基に、その揺れの大きさや伝
わり方の規則性に気付くとともに、地震の原因や
地球内部の動きと関連付けてとらえ、地震に伴う
土地の変化の様子を理解すること。
・気象現象についてそれが起こる仕組みと規則性に
ついての認識を深める。
・前線の通過に伴う天気の変化の観測結果などに基
づいて、その変化を暖気、寒気と関連付けてとら
えること。
・自然がもたらす恵みと災害などについて調べ、こ
れらを多面的、総合的にとらえて自然と人間のか
かわり方について考察すること。
・地震の現象面を中心に取り扱い、初期微動継続時
間と震源までの距離との定性的な関係にも触れる
こと。また、「地球内部の働き」については、日
本付近のプレートの動きを扱うこと。
・地球規模でのプレートの動きも扱うこと。また、
「災害」については、記録の資料などを用いて調べ、
地域の災害について触れること。
③ 保健体育・保健分野
・個人生活における健康・安全に関する理解を通し
て、生涯に通じて自らの健康を適切に管理し、改
善していく資質や能力を育てるとともに、傷害の
防止について理解を深めることができるようにす
る。
・自然災害などによる傷害は、人的要因や環境要因
などがかかわって発生すること。
・傷害の多くは、安全な行動、環境の改善によって
予防できること。
・自然災害による傷害は、災害発生時だけでなく、
二次災害によっても生じること。また、自然災害
による傷害の多くは、災害に備えておくこと、安
全に避難することによって防止できる。
文部科学省は幼稚園児から高校生まで、児童生徒
の発達段階に合わせた防災教育のねらいを設定して
いる。以下は、中学校段階における防災教育の目標
である。
日常の備えや的確な判断のもと主体的に行動する
とともに、地域の防災活動や災害時の助け合いの大
切さを理解し、すすんで活動できる生徒。
ア．知識、思考・判断
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・災害発生のメカニズムの基礎や諸地域の災害例か
ら危険を理解するとともに、備えの必要性や情報
の活用について考え、安全な行動をとるための判
断に活かすことができる。
イ．危険予測・主体的な行動
・日常生活において知識を基に正しく判断し、主体
的に安全な行動をとることができる。
・被害の軽減、災害後の生活を考え備えることがで
きる。
・災害時には危険を予測し、率先して避難行動をと
ることができる。
ウ．社会貢献、支援者の基盤
・地域の防災や災害時の助け合いの重要性を理解
し、主体的に活動に参加する。
（引用：文部科学省. （2013年3月）. 『学校防災のた
めの参考資料　「生きる力」を育む防災教育の展開』
（2103年3月）p.10）
（2）先進地での授業見学、聞き取り調査
防災教育は、学校現場で実際どのように行われて
いるのか、先進地として、北海道札幌市を取り上げ、
実地調査を行った。北海道教育大学で、積極的に防
災・減災の視点を取り入れた家庭科教育の研究がな
されていること、また、市が生徒の防災意識を高め
られるよう、積極的に教材の作成を行っていること
等が、北海道札幌市の選出理由として挙げられる。
【日時】2015年10月2日（水）、10:45~12:20
【場所】北海道札幌市H区S小学校
【授業内容】4年生児童を対象にしたDIG
【調査結果及び考察】DIGを行うことにより（写真1）、
子どもたちが災害時の状況を具体的にイメージでき
ていた。「いつも防災を意識して生活しなければい
けない」、「他の人を助けたい」、「体が不自由な人や
赤ちゃんや小さい子どもはもっと大変」といった感
想が子どもたちから出ており、防災意識の高まりと
広がりを確認できる。DIGは、防災・減災の指導を
展開していく中で、大きな役割を果たすものである
と考えられる。（DIG…Disaster（災害） Imagination
（想像） Game（ゲーム）の頭文字を取って名付けら
れた、誰でも参加できる防災訓練プログラムをいう。
「防災意識を掘り返す」、「地域を探求する」、「災害
を理解する」という意味も重ねて名付けられてい
る）。
上記の授業を実施している教員への聞き取り調査
を行った。概要は以下のとおりである。
【聞き取り調査　実施要領】
①目的
北海道での防災教育の実態を把握するため。
②日時・場所
2015年10月2月（水）　15:00 ～ 18:00
北海道教育大学札幌校
③対象者
北海道教育大学札幌校教員養成課程生活創造教育
専攻家庭科教育分野　S教授
④調査結果
○北海道における防災教育の概況
札幌市だけでも区によって取り組む姿勢が異なっ
ている。H区やA区、S区は行政が大学教員に出張
講座を依頼する等、区独自で防災教育に取り組んで
いる。
C区に関しては、海から離れている等の理由で防
災意識は低い。「札幌市C区＝安全」という図式に
なってしまっている。
陸上自衛隊の駐屯地があるC市では、中高年の防
災意識が低い傾向にある。その背景には、夫が陸上
自衛隊であるため、妻は家に入り夫に守られるとい
う図式が成り立ってしまっているということがあ
る。そのため、C市では市民向けの防災講演会やワー
クショップを行っている。
以上から、防災教育先進地であったとしても、地
域によって防災意識に差があるということが明らか
になった。地域の住人に差があるということは、そ
の地域に住む子どもたちの間でも、防災意識に差が
あるということである。地域に直接働きかける防災
教育（講演会、ワークショップ等）も一つの方法で
あるが、学校現場で子どもに働きかけて、そこから
地域に広げていくという方法も有効であると考え
る。
写真1：DIGの様子（札幌市H区提供）
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（3）家庭科における防災・減災教育の現状
1）家庭科で防災・減災の視点を取り入れる意義
防災教育の内容と関わりの深い教科として、正式
に（学習指導要領内で）、家庭科が取り扱われたのは、
近年では、2008年の学習指導要領改訂時からである。
しかし、戦後から2008年までの間、一切、防災・
減災の視点を取り入れなかったわけではない。戦後
間もない1947年度版の学習指導要領内では、実質
的には女子のみを対象として、「災害の予防」とい
う題目が設けられていた。社会とのつながりの中で
私的生活での防災について考えるもので、内容が非
常に充実していた。
戦後に内容が充実したものの、一度完全に衰退し
てしまった家庭科での防災教育は2008年度から再
び始まったが、他の社会科や理科に比べると内容は
充分ではない。このような変遷をたどっている家庭
科で防災の内容を扱うことに、どのような意義があ
るのかということについて、考察する。
学校教育全体で防災教育をおこなっていくにあた
り、家庭科教育が、総合性を持ち、生活の現場に根
差しているということを理由に大きな役割を果た
す、と望月（2012）は述べている5）。家庭科にはア
メニティ（自然、文化）、コミュニティ（人と人と
のつながり）、サスティナビリティ（循環型社会）
の視点があり（図2）、これらは災害、防災と非常
に深いつながりがある。
また、先進地での聞き取り調査において、家庭科
と防災教育のつながりについて明らかになった。以
下が聞き取り調査の実施要領と調査結果である。
図2：総合性のある家庭科教育
（「東日本大震災と家庭科教育―生活をみつめ、考え、
つくる家庭科学習」『日本家庭科教育学会誌』第55号、
2012年、pp.: 197-200）を参考に筆者作成）
【聞き取り調査　実施要領】
①目的
家庭科と防災教育のつながりについて明らかにす
るため。
（日時・場所、対象者は前掲と同一）
②聞き取り項目
家庭科と防災教育のつながりについて
③調査結果
○家庭科と防災教育のつながりについて
エレン・リチャーズ（家政学の祖）は家政を、「他
者の命に配慮する」と定義づけた。他者の命に配慮
するということは、自らの生活を見直すことにもつ
ながる。自分自身はこう生きるのだと、ある意味、
一人ひとり哲学をもつことにつながる。今の家庭科
教育は、哲学をもつ機会がない。それぞれ家庭環境
が違うのにも関わらず、知識の押しつけになってし
まっている。導入部分で、自分の環境と引き付けて
イメージすると、家庭科も防災も、自らの具体的な
動きとして学習することができる。そういった点で、
家庭科と防災は共通している部分がある。また、家
庭科で防災を取り立てて行う必要はない。しかし、
防災の視点から自らの生活を見つめ直すという機会
は、家庭科だからこそ設けられるものである。それ
を通して、他者へ配慮できると、災害時でいう「共
助」につながっていく。
家政学とはそもそも、「他者の命に配慮する」こ
とを通して、自らの生活を見直すことであり、防災
でいうところの、「自助」、「共助」に結びつくとい
う示唆を得た。また、防災の視点を取り入れて家庭
科の授業を行う際に、それぞれの家庭環境の違いを
把握したうえで、一人ひとりが適切な考えをもてる
よう留意する必要があるということも明らかになっ
た。
家政学の祖であるエレン・リチャーズは、家政を
「他者の命に配慮」と定義づけたほかに、「多くの人
たちを助けるための教育」、「一時的でないずっと繋
がる助けとしての教育」とも定義づけている。いず
れにせよ、災害時の「共助」に共通する部分がある。
総合的に自らの生活を見直し、他者の命に配慮す
ることを考えられるという点から、家庭科において、
防災・減災の視点を取り入れる意義は、十分にある
といえる。
2）被災地からの視点
東日本大震災で甚大な被害があった被災地では、
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震災前、震災後に防災・減災の視点を取り入れて、
どのように家庭科の授業を行ってきたのかを明らか
にするため、聞き取り調査を行った。なお、被災地
の一例として宮城県O町を選出した。O中学校は、
家庭分野担当の教員が配属されていないため、技術
分野担当の教員を対象に調査を行った。以下が、聞
き取り調査実施要領と、調査結果である。
【聞き取り調査　実施要領】
①目的
被災地では、震災前、震災後に防災・減災の視点
を取り入れて、どのように家庭科の授業を行ってき
たのかを明らかにする。
②日時・場所
2015年12月17月（水）　13:30 ～ 14:30
宮城県O町立O中学校　職員室
③対象者
O中学校　技術・家庭科　技術分野担当教員
④調査結果
ア　震災前の、防災・減災の視点を取り入れた家庭
分野の実践について
O中学校では、1年生で家庭生活（衣生活領域、
消費・環境領域を含む）、2年生では食生活領域、3
年生では住生活領域、幼児について学習する流れに
なっている。防災・減災については、主に住生活領
域で教えていた。教科書（開隆堂）に載っている、
家具固定や非常持ち出し袋について扱い、さらに、
住まいの安全対策の部分でバリアフリーについて
扱った。他領域では特に防災・減災の視点を取り入
れて教えてはいない。
イ　震災を受けて、家庭分野で防災・減災の視点を
取り入れたいと考えたか
防災・減災の視点を取り入れる必要があるとは
思ったが、実際にはできなかった。例えば、住まい
方についての学習をする際、快適・安全な住まい方
について考える機会を設けようとしても、生徒は快
適・安全以前の問題を抱えている。家そのものを失っ
ている。そういった状況で、防災・減災と直結させ
て授業することはできなかった。他の領域でもいえ
ることである。
ウ　震災後、家庭分野で防災・減災の視点を取り入
れて授業を行ったか
前述の通り、防災・減災と直結させての授業は難
しいものがある。家庭生活や幼児について学習する
際、過去を振り返るような内容にしてしまうと、家
族を震災で失った生徒には辛い時間になってしま
う。震災により、生活が一変してしまった生徒にとっ
て家庭分野は内容自体が自分の生活を見直す機会で
あるため、精神面での配慮が必要になってくる。学
習指導要領の内容をクリアするだけでも、言葉を慎
重に選んだり、授業の展開を変えたり等、複数の側
面から配慮している。
住生活領域に関しては、学習指導要領内で防災に
関する記述があるため、扱いにくくても扱わなけれ
ばならない。O中学校の生徒の多くは今もなお、仮
設住宅や仮の住まい（賃貸）に住んでいる。そういっ
た生徒に対しては、仮設住宅での住まい方について
学習するような内容にしている。こういった切り口
で住生活領域について学習できるようになったの
は、震災から2年後のことだった。
エ　その他、O中学校の状況について等
O中学校では、震災以前から避難訓練が行われて
いた。地震防災に焦点を当てて、津波が来る想定で
一次避難、さらに二次避難をする訓練をしていた。
また、乾パンを食べてみようといった体験学習を
行っていた。
震災当時に中学生であった生徒たち（現在20歳
前後）は、自らが中学生としてできることは何か考
え、主体的に行動に移せていた（総合体育館に歌を
唄いに行く、いのちの石碑プロジェクト、花を植え
る等）。しかし、当時小学生（現在中3前後）であっ
た生徒は、何故自分だけが悲惨な目に遭わなければ
ならないのか…という胸中であると予想される。そ
ういった生徒に防災・減災に関して主体的に行動で
きるように促すのは難しいものである。
家庭分野の内容と震災時のことを重ねて考えてみ
ると、物のニーズが食→住→衣の順番で変化したこ
とが分かった。
震災後4年経った今増えてきているのが、PTSD
もしくはPTSDに似た症状があらわれる生徒であ
る。何がきっかけで症状が出るのか、生徒によって
違っているため、授業をしたり、日常で関わってい
く中で慎重に向き合っていかなくてはならない。
以上の聞き取り調査の結果から次のことが示唆さ
れた。技術・家庭科は自分の生活を見つめ直す教科
であるため、災害が起きてからでは防災・減災の視
点を取り入れて教えることは困難であるということ
である。被災地の学校現場は、未災地では想像もで
きないような状況にある。一度大きな災害が起きて
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しまうと、防災・減災の視点を取り入れることで、
生徒を傷つける形になってしまう場合が多い。未災
地だからこそ、大きな災害が起きる前に、防災・減
災の視点を取り入れた家庭科の授業に取り組むこと
が望ましいと言えよう。
3．未災地の中学校家庭科における防災・減災の視
点を取り入れた指導内容・方法の提案
上述の既存授業分析、先進地・被災地での調査等
にて明らかになったことをもとに、未災地の中学校
家庭科における防災・減災の視点を取り入れた指導
内容・方法を提案する。
（1）指導内容・方法
①  題材名　「安全・快適に住まうために」　C衣生
活・住生活と自立（2）ア、イ
② 題材の目標
  ・ 家族の住空間について考え、住居の基本的な
機能について知る。
  ・ 家族の安全を考えた室内環境の整え方を知り、
快適な住まい方を工夫する。
  ・ 災害時の室内環境を想定し、それぞれの家庭
に合った備えを考える。
③ 題材の評価基準
評価の観点 評　価　規　準
生 活 や 技 術 へ
の関心・意欲・
態度
安全で快適な室内環境の整え方と
住まい方について関心をもって課
題に取り組もうとしている。
生 活 を 工 夫 し
創造する能力
室内環境や災害への備えについて
課題を見付け、安全で快適な整え
方や住まい方について考え、工夫
している。
生活の技能
測定器具を正しく使うことがで
きる。
生 活 や 技 術 に
ついての知識・
理解
安全で快適な室内環境の整え方と
住まい方に関する具体的な方法に
ついて理解している。
④ 題材設定の理由について
本題材は、中学校学習指導要領の内容C（2）
のア「家族の住空間について考え、住居の基本的
な機能について知ること」、イ「家族の安全を考
えた室内環境の整え方を知り、快適な住まい方を
工夫できること」をねらいとしている。さらに、
快適な生活を送るために、他領域からのアプロー
チも必要であるため、A（2）、（3）、B（1）、C（1）、
D（2）について触れる。
中学生が自ら住まいを手に入れる機会は、食べ
物や衣服と比べると格段に少ない。そのため、住
まいに日ごろから興味・関心があっても、積極的
によりよい住生活を目指す生徒は少ないと推測で
きる。住まいはなぜ必要なのか、私たちにどのよ
うな利点をもたらしてくれているのかを改めて考
えることで、住まいを身近に感じられる機会にし
たい。また、住生活を安全性、快適性の側面から
見つめ、よりよく住まうための工夫について考え
られる態度を養いたい。
⑤  題材の指導計画（第3学年　快適・安全に住ま
う　7時間扱い）
 ―快適・安全に住まうために―
（1）住まいのさまざまな役割
（2）室内の空気調節
（3）住まいと音
（4）共に住まう
（5）住まいの安全対策
（6）災害への備え1/2
（7）災害への備え2/2（本時）
⑥ 本時の学習活動
1）題目
災害への備え2/2
2）目標
被災時の自らの行動をイメージし、中学生として
何ができるのかを考えて工夫することができる。
基本目標：災害発生後、避難生活時の自らの具体
的な行動をイメージすることができ、中学生とし
て何ができるのかを考えて工夫することができ
る。（生活を工夫し創造する能力）
評価方法：グループワークの観察・発表
3）本時の指導方針
各家庭での災害への備えについて学習した前時
から、視野を広げ、避難所で避難者として生活し
ていく中で自分には何ができるのかを考えられる
時間にする。震災時、中学生が避難所で多く活躍
したという事例を挙げながら展開していく。その
際は、幼児・高齢者との関わり、簡単な調理法、
衣服のはたらき、消費環境について等と結び付け、
既習である事柄をいざという時に活かせる態度を
養う。
4）準備
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模造紙、付箋、掲示物、マジック、フリップ、感
想カード
⑦ 本時の展開（図3）
（2）指導内容・方法に関する考察
改善プロセスを踏んでいく中で、防災・減災の視
点を取り入れた指導を中学校家庭科で行う際に留意
すべき3つのポイントが示唆された。
① 発達段階にあった内容にすること
②  家庭科の総合性を見出し、他教科との差別化を
図ること
③ 「自助」と「共助」バランスをとること
【①発達段階にあった内容にすること】
異校種・異年齢においても実施可能なプログラム
は、幅広く用いることができるが、各発達段階にふ
さわしい学習効果は期待できない。授業者は、生徒
の発達段階に合わせて、随時、指導の展開を変化さ
せなければならない。文部科学省では、中学生の発
達段階において重視すべき課題の一つとして、「社
会の一員として自立した生活を営む力の育成」が挙
げられている。自立というキーワードは、中学校家
庭科の目標にも入っている。さらに、授業実践を通
して、中学生が、災害時に積極的に地域の一員とし
て、周りと関わり合いたいという姿勢をもてるとい
うことが明らかになった。中学生の発達段階にお
いて重視すべき課題をクリアするために、発達段階
にあった指導を展開すれば、中学校家庭科は大きな
役割を果たせると考えられる。
【 ②家庭科の総合性を見出し、他教科との差別化を
図ること】
②については、授業実践では未達成のポイントで
ある。防災・減災教育が総合的な学習の時間で多く
行われている今、家庭科ができることは、普段の生
活を見直したり、既習事項を防災・減災の視点から
振り返ることで、それが自然と災害への備えに結び
付くという機会を設けることである。「いざは、普
段なり」（先進地での聞き取り調査より）という言
葉にも置き換えられる。社会科は地理的分野、理科
は第2分野、保健体育科はけがの予防、と防災・減
災に関する題材がどこであるのかが分かりやすい
が、家庭科では、見方を変えると全領域が防災・減
災に通じているため、防災・減災に関する題材がど
こであるかが不明瞭だと考える。家庭科を学んでい
れば、自然と防災につながるため、取り立てて防災
教育を行う必要はないと、先進地での聞き取り調査
で明らかにはなったものの、家庭科の総合性を生か
して、防災・減災の視点を取り入れるのであれば、
図3：本時の展開
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やはり、はっきりとした差別化が必要なのではない
かと考察する。
【③ 「自助」と「共助」バランスをとること】
③については、「共助」を重視し過ぎて、「自助」
が疎かにならないようにするために重要なポイント
である。今回の授業実践では、「自分よりまずは人
の命を大切にしたい」というような感想はなかった
ため、筆者の「まずは自分で自分の命を守ろう」と
いう働きかけが有効であった可能性がある。しかし、
避難時に、思いやりや助け合いを重視したがために、
東日本大震災では命を落とした犠牲者がいるという
ことも事実としてある。他人に配慮することは決し
て悪いことではないが、非常時には、まず自分を守
り、その次に共に助け合うという段階を生徒に理解
させるべきであると考察する。
以上のポイントを押さえ、未災地の中学校家庭科
において防災・減災の視点を取り入れた指導を行う
ことで、今後起こる自然災害による被害を予測し、
適切な備えや避難行動、災害発生後の助け合いを主
体的に行える生徒の育成に、大きな役割を果たすこ
とができると考える。
4．おわりに
未災地には、防災意識の低い地域と、高い地域が
ある。前者での防災・減災の視点を取り入れた指導
は学校現場で早急に推進されることが必要であると
改めて提示する。後者は、沿岸部に多く南海トラフ
大地震等に備えて、防災・減災教育が活性化してき
ている。被災地になってからでは、防災・減災教育
は手遅れになってしまうということは、本研究内の
被災地での聞き取り調査で明らかになったことであ
る。早急に推進されるべき防災・減災教育は、系統
的・体系的であるべきだといわれている。系統的な
防災・減災教育の中で、家庭科の役割は、自らの生
活を防災・減災の視点から見つめ直す機会を設ける
ことである。社会科等での防災・減災の視点を取り
入れた指導は、「知識の防災教育」である。例として、
ハザードマップを用いた指導が挙げられる。ハザー
ドマップは、危険箇所の把握には役立つが、イメー
ジの固定化を招いてしまう。現に、ハザードマップ
中で浸水想定区域の外側と記されている地域で犠牲
者が出てしまった事例がある。一方で、家庭科での
防災・減災の視点を取り入れた指導は、「姿勢の防
災教育」であると、授業実践を通した本研究の結果
からいえる。授業を受けた生徒役の学生の感想で、
「周りをみて動けるようにしたい」、「いざという時
のために考えておくようにしたい」等とあったよう
に、災害への備えを自ら主体的に行う姿勢・態度を
家庭科において養えるということを、改めて、本研
究のまとめに当たって強調したい。
本研究の今後の課題は、今回提案した、未災地の
中学校家庭科における防災・減災の視点を取り入れ
た指導内容・方法が、実際に学校現場で、中学生を
相手に、成果をあげられるかという点である。未災
地の中学校家庭科では、現段階で、衣生活と住生活
の自立以外の領域で、防災内容を取り扱う傾向には
ないと考える。しかし、家庭科全領域の学習におい
て、災害への備え等について、自ら主体的に行う姿
勢・態度を養える可能性は十分にあると考える。
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